都市計画区域外にお住まいの皆様へ
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福岡県では平成２０年３月３１日をもって福岡県下２６市町の都市計画区域
外に「準都市計画区域」が指定されました。
１　準都市計画区域とは？

土地利用の整序や環境を保全するための措置を講ずることなく放置すれば、将来における一体の都市としての整備、開発及び保全に支障が生じるおそれがある区域を指定するものです。[image: image2.wmf]建築
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２　準都市計画区域に指定することで・・・
３　そのために変わること・・・
①建築物、工作物を設置する目的で行う３，０００㎡以上の開発行為(※)について、一定の水準を確保するため、県知事の許可を受ける必要があります。
②建築物を建築（１０㎡以内の増築は除く）しようとする場合、事前に建築確認申請(※)の手続きが必要となります。また、工事の中間・完了時には適宜検査を受ける必要があります。　
③建築物の敷地は、道路（幅員４ｍ以上）に２ｍ以上接していなくてはなりません。
　共同住宅などは、規模に応じ４ｍまたは６ｍ以上の道路に接する必要があります。

④建築物の敷地が幅員１．８ｍ以上かつ４ｍ未満で特定行政庁が指定する道路に接する場合、原則として、道路の中心線から２ｍの敷地後退を行うことにより建築が可能となります。
⑤床面積の合計が１０，０００㎡を超える劇場、映画館、店舗などは建築できません。
⑥建ぺい率(※)、容積率(※)が定められます。（お住まいの市町村により数値は異なります）
⑦高さ制限（道路及び隣地からの高さの制限が適用されます）
☆☆　重　要　☆☆　→→→　現在お住まいや使用している建築物について・・・
　区域指定までに既に建っている、もしくは工事中の建築物で、今回の区域指定により建築基準法（上記③、④、⑥、⑦について）に適合しなくなる建築物については、今後増改築及び新築（門塀を含む）を行う際には建築基準法に適合する必要があります。
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※用語の説明
○開発行為・・・主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更のこと

◇　区画の変更とは、道路等によって土地利用形態としての区画を変更すること

◇　形の変更とは、切土、盛土等によって土地の形状を物理的に変更すること

◇　質の変更とは、農地を宅地にする等、土地の有する性質を変更すること

　
○建築確認申請・・・建築主が着工に先立ち、建築主事又は指定確認検査機関へ建築確認申請書を提出して、その計画が建築基準法に適合しているかどうかの確認を受けること
○建ぺい率・・・敷地内に一定の空地を確保して、いわゆる建て詰まりを防止し、建築物の採光、通風を確保することにより、良好な環境形成を図ろうとするもの(※建築物の水平投影面積)
○容積率・・・地区の良好な市街地環境を確保するもので、この容積率の制限値が小さいほど日照等の居住環境を守ることにつながる
（※建築物の各階の床面積の合計）
準都市計画区域の指定について














【⑦の解説図】








【③の解説図】





【お問い合わせ先】


○区域の指定・開発許可・その他都市計画について


福岡県建築都市部　都市計画課　FAX　092-643-3716　 e-mail  � HYPERLINK "mailto:toshi@pref.fukuoka.lg.jp" ��toshi@pref.fukuoka.lg.jp�


○建築基準法（接道要件、容積率・建ぺい率、高さ等）について


　福岡県建築都市部　建築指導課　FAX　092-643-3754   e-mail  � HYPERLINK "mailto:kenshido@pref.fukuoka.lg.jp" ��kenshido@pref.fukuoka.lg.jp�


※お問い合わせにつきましては、できる限り電子メール・ファックスでお願いいたします。


福岡県庁代表番号　　TEL　092-651-1111












































【④の解説図】








準都市計画区域に指定することで、開発や建築の水準を一定に保つことができるようになることや、一定の幅員がある道路を確保することにより消防車・救急車等の緊急車両の円滑な通行、災害時の避難経路等の、安全安心なまちづくりが進みます。さらに地域の方々と市町村が協力して、計画的で良好なまちづくりを進めることが可能となります！！








計画的な土地利用がなされないと・・・　土地利用の混乱、住環境の悪化、農地の虫食い状態等が起こる可能性も！





道路斜線制限





隣地斜線制限








